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議会改革に関する諮問書 

 

 

○ 京都府議会は、これまでから、府民のための議会のあり方を求めて議論

を重ね、政策提案機能・監視機能の充実や開かれた議会の実現に向けたさ

まざまな議会改革の取組を実施してきたところである。 

 

○ 近年では、議会改革検討小委員会を中心に検討を進め、議会機能の充実

に関しては、ＩＣＴ化の推進や府議会ＢＣＰの見直しなどに取り組み、開

かれた議会に関しては、出前高校生議会や大学生との座談会などに取り組

んできた。 

 

〇 また、全国都道府県議会議長会等の要望を受けた第 33 次地方制度調査

会答申では、意思決定機関としての議会の役割等を地方自治法において明

確化することが提言されたほか、コロナ禍の影響や今後の人口構造の変容

を踏まえ、多様な主体の参画を得る議会の役割の重要性が示されたところ

である。 

 

○ 高度化・複雑化が進む社会問題・地域課題に府議会が対応するためには、

府民や大学・研究機関等の多様な主体との連携を強化し、これまでの取組

を継承・発展させることで、議員力・議会力の更なる向上を図る必要があ

ることから、議会改革の課題として、次の検討をお願いしたい。 

 

  １ 多様な主体からの知見を取り入れる仕組みづくりなど、議会の政策提

案機能や監視機能等を強化し、その役割を発揮するための取組の検討 

   

  ２ 情報発信の更なる充実や、わかりやすく府民の信頼を得られる議会運

営など、府民に身近な議会を実現し、多様な主体の参画を促すための取

組の検討 


